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ラオス人民民主共和国（以下，ラオス）では，1986 年以降，市場経済化政策が推し進め
られ，平野部では市場向けの農業生産が主体となっている．そして市場経済が発達段階に
ある山間部でもインフラ整備が進むにつれ，自給生産が主体であった農家の暮らしも変化
しつつある．特に，土地分配政策による農地利用の確定や人口圧力の高まりから，伝統的
な長期休閑による焼畑が困難になり，商業目的の農地利用が加速化し，また，農外就業・
都心部への出稼ぎといった賃金労働へ就業する選択肢も増えている． 
一方で，小規模農家は伝統的な相互扶助慣行によってリスクや資源制約への対策を行っ
ている．市場経済化の中での様々なリスクや制約に直面してどのように小規模農家が生計
手段を立てているのか，また市場経済化が進展しているとはいえ，十分に市場の機能が発
揮されているとはいいがたい社会において，相互扶助機能がどのように役割を果たし，そ
れらが農家の生計手段に影響をもっているのか，これらのことを明らかにしておくことは，
持続的な農村開発におけるコミュニティの機能の役割に注目が集まっている現在では，重
要な視点を与えると考えられる．また，ラオス中山間部において今後の労働市場や土地利
用制約の変化が見込まれる中，農家がどのような意思決定のもとに生産活動，就業活動，
相互扶助を行っているかを明らかにすることは，持続的な土地利用や生計手段の多様化の
在り方を検討する上でも必要である． 
また，複数の内容で見られる相互扶助関係は，それらの機能や必要とされる背景は同じ
ではないことから，これらの相互扶助関係の重なりには注意を払う必要がある．もちろん，
ラオスの農村でみられる相互扶助は，主に村落を範囲として親戚関係をベースに機能して
いる．これまでの相互扶助機能に関する途上国を対象とする研究蓄積においても，親戚・
血縁関係のネットワークの果たす役割には一定の理解が得られている．しかし，相互扶助
関係の持つ機能に着目すると，背景にある地縁や親戚といった従来注目されてきた社会関
係のみならず，その目的が機能する形で相互扶助関係が形成されることが考えられる．つ
まり，各相互扶助慣行が個別に，独立に働いているのではなく，相互扶助機能が相互に関
わることで機能しているとも考えられる． 
本研究では，このような観点から，農外就業機会が増加し，市場経済化の影響がみられ
るラオスビエンチャン県の中山間地域一農村を事例に，ほぼ全戸に相当する農家調査を行
ったうえで，主要な生計上の役割をもつ稲作生産の生産行動に村落内で行われる相互扶助
機能がどのように関わっているのかを明らかにしている． 
序章では，本研究の背景を踏まえ，市場経済化の農村部における生業構造の変化や小規
模農家の資本制約とそのリスクに対する村落社会における相互扶助慣行に関する先行研究
の議論を紹介した．そして，市場経済化が進んでいる平野部の著者による分析と比較し，
ラオス山間部における課題を明確化した．それらは，(1)社会ネットワーク分析を用いて市
場経済化における農家ネットワークの変化を指摘した島野・永木・山田(2010)と，(2) 米の
契約栽培を事例に， Propensity Score Matching (PSM) 手法を用いて肥料前貸しの生産性
に対する効果を明らかにしたもの島野(2012)であるが，これらから，市場に関する情報アク
セスと流動性制約への対処が小規模農家にとって重要であることを指摘している．これら
の整理より，以下で分析される研究対象地域の位置づけを議論した． 
第 1章では，近年のラオスにおける農業政策や，現在直面している焼畑作と土地利用圧
力の高まりという課題から，調査地における土地節約型の他作物導入による経営多角化の
必要性を説明した．その陸稲基幹農家の特徴として，以下のことが明らかになった．第一
に，遠隔地での作業や除草により，焼畑陸稲作の作業負担が増している．第二に，陸稲基
幹農家は，播種時期には労働交換で労働力を確保し，収穫時期には品種の組み合わせによ
り，作業の分散化・効率化を図っている．そして，第三に，陸稲農家は，収穫・運搬時期
の遅れから自飯米の不足に直面する場合は，米を購入することも難しいと考えられるが，
無利子の米貸借関係によって自飯米の不足に対処している．このように，労働交換と米の
貸借における相互扶助が現在の稲作体系に組み込まれていることから，調査地においてこ
れらの労働配分や消費の平準化に果たす陸稲生産の役割を明らかにした． 
第 2 章では，陸稲生産で重要な位置づけを示している労働交換・手伝い慣行と米の貸借
という村落内の相互扶助慣行の重層性について明らかにした．通常，これらの相互扶助慣
行は地縁・血縁に基づくネットワークの上で成り立つと理解されることが多い．しかし，
調査地の特徴として，焼畑特有の畑地利用の流動性があり，米の貸借や労働交換の相互扶
助の成り立つ要因は地縁血縁関係に限られたものではないと考えられる．そこで，労働慣
行と貸借慣行の重なりあいを分析した結果，以下のような特徴が確認された．第一に，労
働交換は親戚間をベースに行われている．第二に，陸稲農家は知人間との労働交換も多い．
第三に，米の貸借は知人間でのつながりが多い．つまり，陸稲生産における労働慣行の互
助関係と米の無利子での貸借関係との重なり合いがあることが示された． 
そして，第 3 章では，第 1 章と第 2 章の結果をもとに，陸稲生産規模と，それを踏まえ
ての短期雇用就業行動，米の貸借行動，ならびに現金貸借行動との同時的な意思決定を考
慮したモデルを推計した．移動式焼畑の制限や人口増などから資源制約に直面している調
査地では，生計のために陸稲生産の規模がどのように規定されるか，また農外就業機会を
見出す家計も見られていることから，農作業に干渉しない形での短期雇用の就業動機が，
農業生産の意思決定にどのように影響を及ぼしているのかを分析することは，今後の労働
市場の拡大の地域への影響を探るうえでも重要になる．さらに，米の貸借はリスクへの対
応としての役割を果たすため，米生産規模の決定とどのように結びついているのかも含め
て分析をした．  
その結果，まず，水田保有の拡大が陸稲生産に負の影響をもつことが明らかになった．
そして，家族の規模や構成などを考慮しても，前年度に相対的に高い収量を示した場合に，
陸稲作付面積の規模を引き下げるということはみられず，一定の自給米の確保のみが目的
となっていないことが示唆された．これは，陸稲作が現金獲得の手段の一つであることも
示しており，かつ，恒常的な収入源が少ないことから，現金支出の必要性に対し，収穫米
返済による現金借入の手段が開かれていることに関係していると考えられ，実際そのこと
が本推計においても統計的に有意に確認された．また米の貸借関係締結に，親戚外の労働
交換関係者の果たす役割が大きいことが統計的に明らかになった．これまで，リスクに対
するインフォーマルな保険機能に，互いの状況を理解しうるような関係性としての地縁，
血縁関係が果たす意味については議論されてきたが，陸稲作の圃場の流動性という特徴か
ら，米の借入と知人との労働交換に関連があり，労働交換や米の貸借といった相互扶助機
能が単に独立して成り立っているわけではないことが示唆された．  
つまり，この相互扶助機能が相互に関わる解釈として，陸稲生産における農作業上の地
理的流動性から生じる農家間の関係性の上に相互扶助関係が規定されている可能性を指摘
できる．稲作生産における共同作業によって農家間でお互いの生産や家計状況を知ること
で情報の非対称性の問題が解消され，米の貸借関係の成立へとつながっているのではない
だろうか．特に，親戚・血縁関係ではない知人間は，以上のような相互扶助の連結による
働きによって農作業の効率化とリスクへの対応を図っていると考えられる． 
終章では，以上の結果をもとに市場経済化における農家の生計向上の可能性について議
論している．ラオス中山間部の農村では，市場経済の影響を受けながらも，ラオス農村部
の農家は狩猟採集活動による現金獲得の割合も多く，天水に依存した粗放的な農法を実践
しているため，複合経営に急に転換することは容易ではない．また，実際に農家は栽培に
慣れている米を換金作物としても栽培している．不足時には農家間の米の貸借が行われる
など家計支出の平準化にも寄与する流動性の高い作物としても重宝される．そのため，農
家経営の多角化のためには，まずは，限られた土地でいかに水稲作・陸稲作の生産性を高
め，既存の稲作を強化する必要がある．稲作強化によって自給を安定させることができれ
ば，そこから生じる便益を効率的に他作目への資本投入にまわすことにより生活水準の向
上と陸稲生産圧力の軽減が可能となろう．  
この経営多角化の取り組みのポイントとして，本研究で取り上げた相互扶助が注目され
る．現地では，相互扶助によって必要な労働力や米消費の平準化を図り，さらに，農村部
での情報の非対称性の問題を緩和させていた．この相互扶助関係を，労働交換以外の他の
生産手段や資本の取引にも関連させることで，直面している資本制約問題を解決する一つ
の手段になるであろう．例えば，天水稲作が行われている村内の水資源を管理する農民集
団や組織を形成することで，限られた水資源を有効に利用し，水稲の収量を高めることが
できると考えられる．さらに現在，牛の共同放牧や飼養委託などもみられることから，資
源の共同管理の面においても，今までの相互扶助をもとにした農家のネットワーク機能が
有効に働くと考えられる．また，途上国研究においては，新技術に関する情報の伝達に果
たす社会関係の役割が知られており，陸稲作中心に生計を立てる稲作農家にとって，新し
い技術の普及と定着には，相互扶助による情報の共有とリスクシェアが重要な役割を果た
すであろう． 
この農家のネットワークは，生産条件や市場環境の変化の中で，今まで村内において多
数を占めていた陸稲生産による生業構造も多様化することで，コミュニティ内の農家の同
質性が崩れ，農家のつながりが変化する可能性もある．しかし，これらは村落のもつリス
クシェアリングに負の側面ばかりをもたらすものではない．島野・永木・山田（2010）は，
ビエンチャン平野の村の二つの集落のネットワーク関係を比較した際，両集落に共通して
旧来の集落ベースの多様な相互依存的・協力的農家結合は温存され，同時に市場経済に対
応して既存の集落を超えて活動範囲を広げようとする活動が幾つかの農家で見受けられた
が，一つの集落ではその活動項目ごとに異なった主体的で重合的な集団を形成し，固定的
な結合関係は見られなかったとしている．この視点は，社会的ネットワークが情報伝達に
おいて重要な働きを持ち，信頼関係がいかに築かれていくかを考察する上でも重要である．
また，島野（2012）はラオス平野部の農村の米契約栽培において，農家間の情報伝達機能
が働いている農家組織を確認し，それらが農業生産における流動性制約を緩和し，農業生
産の向上に果たす役割を指摘している．市場環境の変化がある中でも，その影響によって
は農民間の繋がり方が変わり，相互扶助をベースとした稲作の生産体系も変化する可能性
も考えられる．そのため，農家間のつながりが保たれているのであれば，村内の相互扶助
関係によって培われた農家同士のネットワークを技術普及にも活用できる可能性がある． 
 以上の考察から，今後の労働市場や土地利用制約の変化が見込まれる中，相互扶助関係
の機能を活かして生計手段の多様化を進めることがラオス中山間部農村の今後の課題であ
るといえる． 
